第 2号様式　誓約書等
【様式第 2-1】
誓　　　約　　　書

　　年　　月　　日

　（あて先）名古屋市長

	申請者
	所在地
	
	

	
	名称
	
	

	
	代表者氏名
	
	


　以下の事項について誓約します。誓約内容に虚偽があった場合は、指定の取消しをされても異議ありません。

１　申請書類の記載内容は事実に相違ないこと。

２　次の資格要件を満たしていること。

(1) 法人格を有する団体であって、次の要件を満たすこと

ア　破産者で、復権を得ない者でないこと。

イ　地方自治法施行令第167条の4第2項各号の規定のいずれかに該当する事実

があった後3年を経過しない者でないこと。

ウ　会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされていないこと。

エ　民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされていないこと。

オ　名古屋市指名停止要綱に基づく指名停止を受けていないこと。
カ　法人税又は所得税、法人市町村税又は市町村民税、固定資産税、消費税

及び地方消費税を滞納していないこと。
キ　地方自治法第244条の2第11項の規定により本市又は他の地方公共団体か

ら指定の取消処分を受けてから2年を経過しない者でないこと。

ク　労働基準法等の労働関係法令の違反により公訴、送検又は命令等の行政

処分（是正勧告等の行政指導を除く）を受けてから1年を経過しない者でな

いこと。
ケ　障害者の法定雇用率を達成している法人であること。
コ　「名古屋市が行う契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する合意書」

（平成20年1月28日付名古屋市長等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除

措置対象法人等でないこと。
第 2号様式　誓約書等
【様式第 2－2】

法人調書

１　資格要件

　　募集要項「15　選定に参加する者に必要な資格」に掲げる以下の要件を満たす場合は「適」に、満たさない場合は「否」に○印を付してください。コンソーシアム（共同事業体）については、構成する全団体が要件を満たすことが必要です。

	要　　件
	申　告　欄

	ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の 4第 2項各号に規定する者に該当しない者であること。
	適　　・　　否

	イ　申請書類の提出時点において、名古屋市指名停止要綱（15財用第 5号）に基づく指名停止処分を受けていないこと。
	適　　・　　否

	ウ　「名古屋市が行う契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する合意書」（平成20年1月28日付名古屋市長等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除措置対象法人でないこと。
	適　　・　　否

	エ　法人又はその代表者が次に掲げるものを滞納していないこと。

　　①　法人税又は所得税　②　消費税及び地方消費税

　③　法人市町村税又は市町村民税　④　固定資産税
	適　　・　　否


　　

２　法人設立の理念等

　　応募する施設についてではなく、法人全体としての設立の理念や運営方針等について記入してください。既存資料で代替する場合は、その旨を記入してください。コンソーシアム（共同事業体）については、コンソーシアム全体についての記載が難しい場合は、各構成団体のそれぞれについて記入してください。

	


３　経営の透明性

　　経営の透明性を確保するための基本的な考え方や具体的な取組内容（情報公開請求に対する対応、機関紙発行状況、ホームページの設置等）を記入してください。既存資料で代替する場合は、その旨を記入してください。コンソーシアム（共同事業体）については、コンソーシアム全体についての記載が難しい場合は、各構成法人のそれぞれについて記入してください。

	


４　経営の改善・効率化

　　経営の改善・効率化のための基本的な考え方と具体的な取組内容（外部監査、 ISO認証取得等）を記入してください。既存資料で代替する場合は、その旨を記入してください。コンソーシアム（共同事業体）については、コンソーシアム全体についての記載が難しい場合は、各構成法人のそれぞれについて記入してください。

	


５　経営状況

　　令和元年度から令和3年度の決算書類より、指定の数値を下表に記入してください。コンソーシアム（共同事業体）については、各構成法人のそれぞれについて作成してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　　　　　　　　　　　　

　(1) 事業活動収支計算書（該当法人のみ）

	
	令和元年度
	令和2年度
	令和3年度

	①
	事業活動収入
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	②
	事業活動支出
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	③
	事業活動収支差額
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	④
	当期活動収支差額
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	⑤
	次期繰越活動収支差額
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円


　(2) 損益計算書（該当法人のみ）

	
	令和元年度
	令和2年度
	令和3年度

	①
	売上高
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	②
	売上原価
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	③
	販売費及び一般管理費
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	④
	営業利益
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	⑤
	当期利益
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	⑥
	当期未処分利益
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円


　(3) 貸借対照表

	
	令和元年度
	令和2年度
	令和3年度

	①
	流動資産
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	②
	固定負債
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	③
	純資本
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	④
	流動負債
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	⑤
	固定負債
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	⑥
	総負債
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	⑦
	純資産（株主資本）
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円
	　　　　　　　　円

	⑧
	自己資本比率
(⑦／（④＋⑤＋⑦）)
	％
	　　　　％
	％

	⑨
	流動比率（①／④）
	％
	　　　　％
	％

	⑩ 　
	固定長期適合率
(②／（⑤＋⑦）)
	％
	　　　　％
	％


　※⑧、⑨、⑩は小数点第２位を四捨五入
第 3号様式　実績調書
【様式第 3-1】

障害者スポーツセンター又は類似施設運営の実績
　　主として過去２か年分の障害者スポーツセンター又は類似施設運営の実績を要約して記入してください。また、参考資料があれば適宜添付してください。
	（過去２か年分の実績）




第 3号様式　実績調書
【様式第 3-2】

障害者スポーツ指導又は障害者参加のスポーツ大会イベント等の開催実績
　　主として過去２か年分の障害者スポーツ指導又は障害者が参加するスポーツ大会イベント等を開催した実績を要約して記入してください。また、参考資料があれば適宜添付してください。
	（過去２か年分の実績）




第 3号様式　実績調書
【様式第 3-3】

管理運営の能力・ノウハウ
　　様式 3-1、様式 3-2に記載した事項のほか、施設の管理運営に資する団体としての能力やノウハウ等があれば下に記入してください。
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